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地方農政局の概要

１ 地方農政局の役割

○ 地方農政局は、食料の安定供給等の国の施策を実施するため、全国７か所に設置。

○ 具体的には、以下のような事務を実施。
① 農林物資の品質に関する表示の適正化に係る立入検査等
② 主要食糧の需給及び価格の安定に関する事務
③ 農地等の生産基盤に関する事務
④ 農林水産業に関する統計調査の実施

○ 平成22年度より、戸別所得補償制度（モデル事業）を実施。

２ 機構・定員

○ 機構： 総務部、消費･安全部、食糧部、生産経営流通部、農村計画部、整備部、統計部の７部から構成
※下部組織として地方農政事務所、土地改良事業に係る事務所等を設置

○ 定員： 平成22年4月現在 13,210名※
※総人件費改革等に基づき、平成17年17,362名から計画的に削減

３ 設置等の経緯

昭和38年5月 昭和36年の農業基本法の制定に伴い、我が国農業の構造改善と経営の近代化の推進のため、
全国７か所の農地事務局を母体に設置

昭和45年6月 地域段階の農政に統計を十分に活用できるよう統計調査事務所を統合

平成15年7月 消費者行政及び食品のリスク管理部門の分離・強化等を目的として、消費・安全部を設置
また、食糧事務所を廃止し、主要食糧業務を併せ行う地方農政事務所及び北海道農政事務

所を設置

平成18年4月 品目横断的経営安定対策(現行：水田・畑作経営所得安定対策)の実施等に対応するため、
地方農政事務所と統計・情報センターを統合
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○地方農政局機構図（平成22年４月現在） ○管轄区域
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農政に関する検討経緯

○平成１６年：「農林漁業再生プラン」
 直接支払の対象農家を「すべての販売農家」と明示

○平成１８年：『農政改革基本法案』
 １０年後の食料自給率の５０％達成という目標を明示

○平成２０年：『食の安全・安心対策関連法案』
 トレーサビリティ・システムの導入に関する法案や加工食品の原料原産地

表示の義務付けの拡大を内容とする法案などで構成

○平成２０年：「農山漁村６次産業化ビジョン」
 「戸別所得補償制度」、「６次産業化」、「食の安全・安心」の３本柱の政策を

総合的かつ有機的に実施する旨を明示

○平成２１年：『農林漁業及び農山漁村の再生のための改革に関する法律案』
「農山漁村６次産業化ビジョン」の内容を具体化

○平成２１年７月：マニフェスト
－「『戸別所得補償制度』の創設により、農業を再生し、食料自給率を向上させます」

平成２２年度予算 戸別所得補償制度に関するモデル対策 ５，６１８億円

－「農山漁村を６次産業化（生産・加工・流通までを一体的に担う）し、活性化する」

－「食の安全・安心を確保する」
・食品の生産、加工、流通の過程を事後的に容易に検証できる「食品トレーサビリティシステム」を確立する。
・原料原産地等の表示の義務付け対象を加工食品等に拡大する。
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国の農政における地方組織の位置付け

農政においては、食料自給率の向上に国が責任をもって取り組むことを基本
に、国家戦略として、
－戸別所得補償制度の導入
－農業・農村の６次産業化
－食の安全・安心の確保

を３つの柱とする施策を強力に推進。

新たな「食料・農業・農村基本計画」（平成２２年３月３０日閣議決定）

○国自らが、その出先機関を使っ
て農業者に対して直接交付す
る方式が米国、ＥＵなど世界の
趨勢

○我が国でも、本省が企画・設計、
地方農政局が実施の役割を担
うこととして、モデル事業を開始。

○現場における様々な取組計画
を国が直接認定し、国が指導や
支援を実施することを内容とし
た法案を３月１２日閣議決定し、
国会に提出済み

○地方農政局は執行面で中心的
な役割を担う

○加工食品の表示制度やトレー
サビリティを拡充予定。

○流通が広域化している食品の
偽装表示の防止等において、
地方農政局が果たす役割はま
すます重要

○口蹄疫にも機動的に対応

戸別所得補償 ６次産業化 食の安全・安心

食料の安定供給の確保 農山漁村の振興農林水産業の発展
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（農地総量の設定）

第２１条 国は、農地が現在及び将来の国民のための貴重な資源であり、農業生産の基盤

として不可欠な資源であることにかんがみ、食料自給率の目標を達成するとともに、食料

自給力（凶作、輸入の途絶等の不測の要因により国内における需給が相当の期間著しく

ひっ迫し、又はひっ迫するおそれがある場合においても国民が最低限度必要とする食料

を供給することができることをいう。）を有することとなるよう、確保すべき農地の面積の目

標となる数量（以下「農地総量」という。）を設定するものとする。

食料自給率向上のための優良農地の確保

農地総量の目標設定

農地は、現在および将来の国民のための貴重な資源として不可欠なものです。食料自

給率目標を達成するとともに、有事においても必要最低限の食料を国民に供給し得る食

料自給力の指標として、確保すべき農地面積の目標となる農地総量を設定します。

農林漁業及び農山漁村の再生のための改革に関する法律案
（平成２１年１月２０日衆議院提出民主党議員立法）

民主党政策集ＩＮＤＥＸ２００９
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①農林水産統計の改革

○戸別所得補償制度を支える統計調査を中核として再編中であり、国

の職員が実査を行う調査は、戸別所得補償制度の実施に不可欠な農業

経営統計調査（生産費等）及び作物統計調査（単収等）の２調査に重点

化。

○市場化テストを含むアウトソーシングを可能な限り推進。

○平成２２年１０月からは、政府米の販売等業務の民間委託化を大幅に進

②米穀の買入れ・売渡しの業務に関する見直し

○平成２２年１０月からは、政府米の販売等業務の民間委託化を大幅に進

め、備蓄運営等に関する組織・職員の大幅なスリム化を予定（出先機関

において、備蓄運営等に従事する職員を約７００人削減）。において、備蓄運営等に従事する職員を約７００人削減）。

○更に、平成２３年度からは市場化テストを導入し、業務の質の維持向上

や経費の削減を図りつつ 円滑かつ適正な備蓄運営等の実施を推進や経費の削減を図りつつ、円滑かつ適正な備蓄運営等の実施を推進。
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